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? 1.最近 の動 き/CurrentTopics
◎ 講 演会 等/LecturesatMSTEP
5/31(木)「基礎研究に対する取り組み方について」
井川洋二(東京医科歯科大学医学部教授)
?
◎ 主 要来 訪者/ForeignVisitorstoNISTEP
5/10(木)
11(金)
14(月)
16(水)
25(金)
馬 難 先(台 湾 国家 科 学 委 員会 企 画書 核 処 処長)
F.Simon(米タ フ ト大 学)
M.Logsdon(米ジ ョー ジ ワ シ ン トン大 学)
H.Curien(フラ ンス科 学 技術 大 臣)
C.vonBraun(西独 シー メ ンス)
GiuseppeCioccaPh.D.(イタ リア政 府 石 油公 団 総 合研 究 所)
Dott,Raffaello蹟erli(P)
2.研究 ノ ー ト1/ResearchNote
1.未来 予測への ファジィ理論の応用
未来予測 に関 して、専門家の判断を アンケー トとい う形 で収集 し、なん らかの統
計的操作を加 え ることは意味があ ると思われる。その一つの手法 と してよ く知 ら
れて いるものにデルフ デイ法があ る。科学技術庁の未来予測 にはこのデル ファイ
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法(前4回実施、今回第5回は科学技術政策研究所 にて実施予定、5年に1回)が適用 さ
れている。また、第2次世界大戦後 ラン ド社 によるアメ リカ戦略空軍 の戦略策定 に
デル ファイ法 が使われ、大 きな成果を上 げたとされている。本研究 は、このデルフ
ァイ法 に対 す るファジィ理論の応用を試み るもので ある。集団の意見集約 におい
てあいまい さを考慮 した意見集約の手法 に関 して、及びその あいまい さの取 り扱
い方 につ いて考察す る。また、当研究所 で開発 してい るコンピュー タによるフ ァジ
ィデル ファイ法につ いて も触 れた いと思 う。デー タと しては第3回、第4回の未来予
測のMTを 用 い、フ ァジィ演算の妥 当性を検討 している。ファジィ理論 はL.A.
ザデ 一ー・el:よって1965年に提案 された。従来 は0,1で表現 した記号(存在 する場合 は
1,存在 しない場合はゼ ロ)を関数(0～1までの値 で表現す る。例えば「0.7の度合 いで
彼は中年 に属 し、◎.5の度合 いで若者 に属 している」)で表 した。 これを ファジィ集
合論 といい、多値論理 に属 する。この集合論 は社会科学 領域 に適用で きるとい うよ
うにザデーは考えていたが、急速 に発展 したのは制御(1974年に論田daniの発表 し
たフ ァジィ制御)である。現在 におけるフ ァジィ理論適用例 の大部分 が ファジィ制
御であ り、仙台の市営地下鉄、ファジィ洗濯機等、数多 い。この応用の最先端 を 日本
が走 ってい ることはよ く知 られていて、NASAのスペース シャ トルへ の応用 も日本
が中心 にな っている。
制御以外 への応用は、現 在では数少ないが、ザデーの考 えた社会科学 領域 への応
用 も徐 々に進 んでいる。集団の意見集約への応用 とい うことで、デル フ ァイ法 に適
用を試みた最初 の例 は環境庁公害研究所であ る調onter◎の演算方法を用い、ファ
ジィデルフ ァイ法 を提 案 した。これは回答者 の確信度、専門度が それ ぞれ異な って
いるとの前 提に立 って いる。従来 のデルファイ法では一般 に同 じ予測 を した場合、
確信度、専 門度 の大 きい人 と小 さい入 とでは、その予測項 目に対 する統計処理過程
はま った く同 じである。それに対 し、荷重平均を しよ うという考 え方が あるが、こ
のファジィデル ファイ法では、確信度 の小 さい人 はそのデータに関す るウェイ ト
をその境際項 目に振 り分 ける。逆 に確信度の大 きい入は境際へは振 り分 け られ な
いので、予測項 目に関する ウェイ トは大 き くなる。次 いで、専門度 については、荷重
平均 される。
本研究 は、このフ ァジィデルフ ァイ法 に加 えて、Fung&Fu,Xontero,Sugeno等の研
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究 を もとにHax－翫n演算、ファジィ測度、ファジィ積分 について、その応用可能性 を
検討 ・分析 し、ファジィデル ファイ法を構築 する。
2.予測年度 に関する考察'
予測年度 に関 しては、科学技術庁の第4回調査の フォーマ ッ トは下記 である。
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図1 ア ンケー トの設問形式
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3.ファ ジィデ ルフ ァイの デ ー タの 扱 い
本研 究 は、フ ァ ジィデ ル フ ァイ 法 と して 、下 記 の よ う にデ ー タを加 工 して 扱 う。
ここで は3段階 、A)は確 信 度 大 で1で、'06/10(20◎6年～2010年)の予 測 期間 の み
にっ いて確 信を持 って予 測 して い る場合 を示 す 。B>は確 信 摩 中で ・'06"10まで の
'
ウェイ トが0。5、'01・'05まで の ウ ェイ トが0・25・'11r'15まで の ウェ イ トが ◎・25と
なる。ウ ェイ トが三分 割 され た訳 で あ る。同時 にC)も5分割 す る。
確 信 度1・0
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図 ‖ フ ァジィ表現
このようなデータの離散的な処理以外 に、連続的な処理が考え られ・メンバー シシ
プ関数のパ ターン等 にらいて も分析が必要 と考え られ る。
4.ファジィ演算とその妥当性の考察
あいまいさの存在、社会的制約 の大 きい予測項 目ほ ど、多面的なあいまいさを内
在 していると思われる。したが つて、この予測項 目が一番大 きく・ファジィ演算 と
従来の演算 との間の差異が表れ る可能性がある。
図1の ア ンケー トの設問形式 にっ いて考察すれば、「実現(or非実現)に際 しての
制約」の質問項Eに 関 して、「社会的制約」があるとの回答が多い予測項 目は一般 に
予測時期 につ いての予測結果があいまいにな る傾向が見 られる(予備検討結果 よ
り)。したが って、このようなあいまいさがよりよ く反映 していると思われ る予測
時期について、従来の演算方法 と下記のファジィ演算との演算結果 の比較 を行 う
ことがで きる。ファジィ演算 は、単純 ファジィ法、Fung&Fu法、MoRtero法、象窓合法・ファ
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ジイ積分 法 一1、フ ァジィ積 分法 ・一・liにつ いて 演 算方 法 を検 討、構 築 した(予備検 討
結 果 よ り)。今後 考察 を進 め るが、以 下 ぷontero法(前述)、フ ァジィ積分 法に っ いて
紹 介 す る。
(1凋o就er◎法
Σ(Σ β 〈j)× μa;〈X))
lJ∈ ≡A1
,UUR1(X) Σ(Σ
β 〈」))ij
∈A1
(◎≦ β,μ ≦1)な お βは回答 者 の専門 度:μ は確 信 度 を表 し、μu・s(X)は
集 団 と して の確 信度 を表 す 。
(2)ファ ジィ積 分
回答者 の集 合X・ ・{Xl,x2,…,Xn}
それ に対 す る予 測時 期 の集 合h(Xl),h(x2)・-h(x。)にお いて 、任意 の予 測時 期 を大
き さの順 に並 べ、それ に応 じてXの 要 素の 番号 を付 け なおす と考 え、フ ァジィ積 分
は以 下の よ うに定 義 し、予 測時 期 は下 記 の式 にて計 算 され る。(ファ ジィ積 分法{,騒
の相 違 につ いて は省略 す る。)
ね
{h(x).9=Vこh(x、)Ag(H・)]司
こ こで9a(H,)=gi+gユ(Hi.1)刊gigユ(Hい1)である。- く ・λく。。で あ り、 λによ
りフ ァジィ測 度g又(H,)は 規 定 され る。
なお 、現 在 まで の検 討で は フ ァジィ積 分 につ いて 、あい ま い さを よ り多 く反映 し
た回答 の集計 が期 待 で き る可 能性 が 強 い と思 われ る。
5.今後 の展 開
第3回、第4回 のMTを 解析 し、そ の結果 を もとに、フ ァ ジィデル フ ァイ法 と して
の体系 を作 って い くこ とを考 えて い る。あ いま いな意 見 に関 す る集 団の意 見 集約
につ いて は フ ァジィ理 論 にお いて も、まだ研 究実 績 が少 な く、特 に未 来予 測 の分野
は特 に未 開拓 の分野 と思 われ る。しか し、デ ー タ集計 手法(演 算法)の みで の フ ァ ジ
ィ化 には限界 が あ る と考 え られ 、フ ァジィ理 論 の原 点 に立 ち返 る意 味で も シス テ
ムにお け るあい ま い さの レベ ル か ら考 察す る必 要 が あ る と考 え られ る。
一5一
システム分析についてのフ ァジィ概念 の応用等研究課題 として取 り上げて行 き
たいと思、う。
(第2調査研究グループ清家彰敏)
2.研究 ノ ーFll/ResearchNote
「平成元年度 外国技術導入の概要」中間報告
(1)技術 導入 件数 ン
新 規導 入 契約 件数 は2898件で あ り、前年 度 に比 べて64件(2.3%)の増 加 とな った。
この うち、商 標 のみ の契約 を 除 く契 約 件数 は2522件で あ り、前 年度 に比べ て3件(◎
.撰)の増 加 とな った。
(2)技術分 野 別導 入状況
平 成 元年度 の新 規技 術導 入契 約2898件を技術 分野 別{こ見 ると、 「電 気」が1604件
(全体 の55.4%)と最 も多 く、 「そ の他j543件(同18.7%)、「機械 」383件(同13.2%)、「化
学 」308件(同10.6%)、「金属 」60件(同2.1%)の順 とな って い る。
(3)国別導 入状況
平 成元 年度 の新 規技 術導 入契 約 を相 手国別 に見 る と、米 国が1808件(全体 の62.
4%)と圧 倒的 に多 く、 これ に続 いて 英 国が196件(同6.8%)、西 独が191件(同6.6%)、
フラ ンス187件(同6.5%)、ス イス81件(同2.8%)であ り、これ らの上 位5ケ国 だ けで 全
体の85.頒を 占めて い る。 《くわ しくは表 を参照 》
(の対 価の 支払 い条 件
平成 元年 度 の新 規技 術導 入契 約 に お ける対 価 の支払 い条件 を見 る と、150件(全
体 の5.2%)が無償 契約 で あ り、 これ は前年度 に比 べ て1件(0.7%)の減少 で あ った。
ま た、有償 契約 は2748件(全体 の94.8%)で、これ は前年 度 に比べ て65件(2.4%)の
増 加 であ った。 この うち、イニ シャル ・ペイ メ ン トを規定 して い る契 約 は1981件(有
償 契約 の72.1%)であ り、ミニ マ ム ・ペ イメ ン トを規 定 して い る契 約 は433件(同15.8
%)であ る。また、ラ ンニ ング・ロイ ヤル テ ィを規定 して い る契約 は1557件(同56・7%)
で あ り、これ を 「パ ーセ ン ト」料 率 の もの と「そ の他」に分 け る と、54.8:45.2とな る。
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表 国別導入件数の推移
国 籍 平成元年度 昭和63年度 昭和62年度 昭和61年度 瑠和60年度
ア 中 国 6 6 9 8 3
イ ン ド 4 0 O 0 O
イ ン ド ネ シ ア 1 1 1 0 O
イ ス ラ エ ル 1 2 1 4 ≦…i
臼 本 1 1 4 4 2
ジ 大 韓 民 国 14 23 17 1
.
0
シ ン が 謙 一 ル
、
47 30 21 32 13
香 港 17 20 11 14 7
台 湾 3 1 3 0 1
タ イ o 0 1 o 0
ア マ カ オ 1 ◎ ◎ ◎ 0
太洋州 豪 州 22 21 12 11 17
ニュづ 一ランド 1 3 1 ◎ o
アフ リカ リ ベ リ ア O 1 1 O 1
南 ア フ リ カ 0 1 1 1 1
EC ◎ ◎ 1 O ◎
オ ー ス ト リ ア 6 11 9 12 19
ヨ ベ ル ギ ー 22 9 11 10 17
チ ェコス ロバ キ ア 0 ◎ 1 ◎ ◎
デ ン マ ー ク 15 2◎ 、7 21 9
ブ イ ン ラ ン ド 3 2 4
◆
7 7
フ ラ ン ス 187 237 218 212 198ひ
東 独 5 o ◎ 3 5
一 西 独 191 187 192 179 199
ギ リ シ ャ ◎ 1 O ◎◎ ◎
ハ ン ガ リ ・一 1 3 1 3 3
'
ア イ ル ラ ン ド 1 4 4 2 o
イ ・タ リ ア 78 81- 115 109 97
口 リ ヒテ ン シ ェ タ イ ン ◎ 2 2 3 3
◆ ルクセンブル グ 1 1 5 ◎ 3
モ ナ ロ 1 1 1 1 1
オ ラ ン ダ 79 72 71 6◎ 48
ノ ル ウ ェ ー 6 8 6 4 5
ツ ポ ー ラ ン ド ◎ 1 1 o 1
ポ ル ト ガ ル o ◎ 0 1 ◎
ス ペ イ ン 5 3 3 2 2
ス ウ ェ ー デ ン 3◎ 31 41 28 3.1
ス.イ ス 81 77 66 84 82
バ 英 図 196 193 184 149 166
英領チャネル諸篇 0 ◎ 1 0 ◎
英領ジブラルタル 1 ◎ ◎ 0 ◎
ソ 連 2 11 11 4 '4
バ ハ マ 0 ◎ 0 1 1
北 カ ナ ダ 49 45 36 26 39
メ キ シ コ O 1 O 0 0
パ ナ マ 10 ・12 16 8 15
米 国 L808 L7◎5 L613 1,354 L430
バ ミ ュ ー ダ 0 o 1 0 3
ケ イ マ ン諸 賜 ◎ 0 2 ◎ 0
米 英領バージン諸馬 ◎ ◎ 0 2 1
バ ル バ ド ス 1 ◎ o ◎ ◎
南 ア ル ゼ ン チ ン ◎ 2 1 ・◎ ◎
ブ ラ ジ ル ◎ 1 2 ◎ ◎
パ ラ グ ア イ o 2 0 o ◎
ベ ネ ズ エ ラ 0 ◎ 0 1 O
米 ウ ル グ ァ イ 1 1 0 O ◎
合 】汁 2,898 2,834 2,709 2,361 2,436
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「パ ー セ ン ト」料 率を有 す る契約853件の内訳 を 見 る と、 「2%未満」が8.0%∫2%以
上5%未満」が40.1%、「5%以上8%未満」が34.8%、「8%以上」が17.1%とな って いる。
3.その 他/◎therTopics
◎ 人事 往来/Staff
O5月15日よ り、デル フ ト工 科大学 のP.M.vandelStaa1氏を特 別研 究員 と して受
け入れ ま した。Staal氏は科 学技 術庁 フ ェロー シ ップ制 度 に よ り来所 、1年間の予 定
で 「エ マー ジ ングテ クノ ロジー とその社 会的 ・経 済的 決定 要 因及 び イ ンパ ク トに
つ いて の政策 的 分析 」にっ いて研 究 を行 う ことにな りま した竺
◎今 後の 予定(講演)/UpcomingEvents
6/21(木)
7/4(水)
/11(水)
「熱帯林消滅防止のための方策」一海外植林事業の経験か ら一
森 正次(日商岩井綴新事業本部)
「グローバルな人口問題が もた らす社会問題 と科学技術」
黒田俊夫(日本大学人口研究所名誉所長)
「21世紀型大型都市の夢 と課題」
尾 島俊雄(早稲田大学理工学部教授)
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